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行政のお知らせ

ひとり親家庭の資格取得や受講費用に係る費用を補助しますひとり親家庭等児童養育手当の申請はお済みですか

令和７年度から国民健康保険税の税率および賦課限度額が変わります

　市では、ひとり親家庭の経済的な自立や生活の安定のため、就職に結び付く可能性がある資格の受講費用の一部を
支援する母子家庭等自立支援教育訓練給付金事業や、専門学校などの養成機関に修業している期間の生活の負担軽減
を目的とする母子家庭等高等技能訓練促進費等給付金事業を行っています。
　また、より良い条件での就職や転職の可能性を広げ、安定した雇用につなげることを目的とする高等学校卒業程度
認定試験合格支援事業を行っています。
　これらの支援を受けるためには、子ども未来課で事前相談が必要です。

母子家庭等自立支援教育訓練給付金事業
▶�対象　市内に住所を有する20歳未満のお子さんを養
育している母子家庭の母または父子家庭の父で、次
の全ての要件を満たす方
　◦�児童扶養手当の支給を受けている、または同等の

所得水準にある方
　◦�教育訓練を受けることが適職に就くために必要で

あると認められる方
　◦�過去に母子家庭等自立支援教育訓練給付金の支給

を受けていない方
▶�対象講座　
　◦�雇用保険制度の一般教育訓練給付の指定教育訓練

講座
　◦�雇用保険制度の専門実践教育訓練給付の指定教育

訓練講座（専門資格取得を目指すものに限る）
　※�詳細は厚生労働省ホームページ「教育訓練給付制

度」をご覧ください。
▶�支給額　
　①�一般教育訓練に係る指定教育訓練講座を受講する

場合：受講費用の60パーセント相当額（上限20万
円、受講費用の60パーセント相当額が1万2千円
を超えない場合は対象外）

　②�専門実践教育訓練に係る指定教育訓練講座を受講
する場合：受講費用の60パーセント相当額（上限
は就業年数に20万円を乗じて得た額とし、80万
円を限度とする）

　③�雇用保険制度の教育訓練給付金（ハローワークから支
給される給付金）の支給を受けることができる場合：
受講費用の60パーセント相当額から教育訓練給付
金の額を差し引いた額

母子家庭等高等技能訓練促進費等給付金事業
▶�対象　市内に住所を有する20歳未満のお子さんを養
育している母子家庭の母または父子家庭の父で、次
の全ての要件を満たす方
　◦�児童扶養手当の支給を受けている、または同等の

所得水準にある方
　◦�養成機関で1年以上のカリキュラムを修業し、対象

資格の取得が見込まれる方
　◦�就業または育児と修業との両立が困難であると認

められる方
　◦�過去に母子家庭等高等技能訓練促進費等給付金事

業の支給を受けていない方

▶�対象となる資格　
　�看護師、准看護師、保育士、介護福祉士、作業療法士、
理学療法士、歯科衛生士、美容師、社会福祉士、製
菓衛生師、調理師など
▶�支給額　
　◦�市町村民税非課税世帯…月額10万円
　　（�養成機関における課程の修了までの期間の最後の

12カ月については月額14万円）
　◦�市町村民税課税世帯…月額7万500円
　　（�養成機関における課程の修了までの期間の最後の

12カ月については月額11万500円）
　※�養成機関のカリキュラム修了後、入学支援修了一

時金として市町村民税非課税世帯に5万円、市町村
民税課税世帯に2万5,000円を支給します。

ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業
▶�対象　市内に住所を有する20歳未満のお子さんを養
育している母子家庭の母または父子家庭の父およびそ
の子ども（20歳未満）で、次の全ての要件を満たす方
　※�高等学校卒業者など大学入学資格を取得している

方は対象外
　◦�児童扶養手当の支給を受けている、または同等の

所得水準にある方
　◦�支援事業を受けることが適職に就くために必要で

あると認められる方
▶�対象講座　
　�高等学校卒業程度認定試験の合格を目指す講座（通信
制講座を含む）
　※�高等学校卒業程度認定試験の試験科目の免除を受

けるために高等学校に在籍して単位を修得する講
座を受け、高等学校等就学支援金制度の支給対象
となる場合は対象外となります。

▶�支給額　
　受講費用の60パーセント相当額（上限15万円）
　◦�受講修了時給付金：受講費用の20パーセント（上

限10万円）
　◦�合格時給付金：受講費用の40パーセント（受講修

了時給付金と合わせて上限15万円）
　※�合格時給付金は受講修了日から起算して2年以内

に、高等学校卒業程度認定試験の全科目に合格し
た場合に支給します。

▶�問い合わせ　同課手当・給付担当（内線292）

　市では、義務教育就学中のお子さんを養育しているひとり親家庭の父または母、もしくは父母に代わって養育して
いる方に対して、行田市ひとり親家庭等児童養育手当を支給しています。
　手当を受けるためには子ども未来課で申請が必要です。

▶�対象　本市に住民登録している方で、次のいずれか
に該当する義務教育就学中のお子さんと同居し、監
護している保護者
　（1）�父または母、もしくは父母の双方が死亡したお子

さん
　（2）�父母が婚姻（事実婚を含む）を解消したお子さん
　（3）�母が婚姻によらずに出産したお子さん
▶�支給額　
　【（1）の場合】お子さん1人につき月額6,000円
　�【（2）または（3）の場合】お子さん1人につき月額
3,000円
▶�支給の時期　7月、11月、3月（4カ月分まとめて支給）

▶�対象外　
　◦生活保護を受給している世帯
　◦�保護者の令和6年度（8月から翌3月までの手当に

ついては令和7年度）の市民税所得割が課税されて
いる

▶�留意事項　
　◦手当は申請をした月から対象となります。
　◦�既に手当を受給している方でも、令和7年4月に小

学1年生になるお子さんがいる場合は、増額の申請
が必要です。

▶�問い合わせ　同課手当・給付担当（内線292）

　国民健康保険の財政運営の責任主体は、平成30年度から埼玉県が中心的な役割を担っています。その仕組みとして、
埼玉県が医療費を全額負担し、本市は医療費に見合った納付金を埼玉県に納めています。
　近年は国民健康保険の被保険者数が減少傾向にあり、それに伴い保険税収入が減少しています。一方で、1人当たり
の医療費は被保険者の高齢化や医療の高度化などの影響により増加傾向にあるため、納付金の1人当たり負担額が増加
しています。
　また、埼玉県では、県内市町村の異なる保険税率について、令和９年度に収納率以外の項目を統一することを目標
としています。
　そのため、市では急激な負担増に配慮しながら国民健康保険財政の安定した運営を図るため、次のとおり令和７年
度に保険税率を改正します。

国民健康保険税の税率
区分 これまで 令和７年度から 変更差

医療分 所得割 7.2% 7.6% +0.4%
均等割 28,000円 36,000円 +8,000円

後期高齢者支援金分 所得割 2.3% 2.6% +0.3%
均等割 11,000円 14,500円 +3,500円

介護保険分 所得割 1.9% 2.5% +0.6%
均等割 12,000円 15,000円 +3,000円

合計 所得割 11.4% 12.7% +1.3%
均等割 51,000円 65,500円 +14,500円

賦課限度額
区分 これまで 令和７年度から 変更差
医療分 65万円 65万円 ―

後期高齢者支援金分 22万円 24万円 +2万円
介護保険分 17万円 17万円 ―
合計 104万円 106万円 +2万円

定期的な健（検）診や保健事業を活用し、病気の重症化を防ぎましょう
　1人当たりの医療費が年々増加していく中、市民の皆さんが健康であることが増加する医療費の抑制につながります。
　本市では、特定健康診査、特定保健指導など、皆さんの健康の維持・増進のためにさまざまな保健事業を実施して
いますので、ご活用ください。詳細は、市ホームページなどをご確認ください。

▶問い合わせ　健康課（内線291）


